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特集Ⅰ：現代日本の結婚と出産―第15回出生動向基本調査の結果から―（その１）

期間合計結婚出生率の趨勢とその背景

―社会経済発展，ジェンダーレジーム，生殖技術に着目して―

余田翔平・岩澤美帆

Ⅰ．はじめに

出生率などの人口学的出生力指標は，その社会における子どもの生まれやすさを要約す

る．したがって，その指標の時間的変化や空間的差異を観察することにより，子どもの生

まれやすさの時代的変化や地域差などを理解することができる．さらに，この出生力指標

の変化・差異を出生力の近接要因（結婚や避妊，人工妊娠中絶や死産など）や様々な社会

経済的変数と関連付けることで，出生力の変動や差異がどのようなメカニズムで生じてい

るのかを特定する一助となる．本研究では，後述する合計結婚出生率（totalmarital

fertilityrate,TMFR）という期間出生力指標の趨勢を属性別に観察することで，戦後日

本の出生力低下過程，とくに近年の出生力変動の要因を明らかにしたい．

出生力の長期的変動は，近代化に伴う人口転換理論の枠組みで理解することができる．

社会経済的発展や性役割の変化とそれに伴う価値観の変化，避妊技術の発達と普及により，

前近代の多産多死状態は少産少死状態に移行した．これらの転換は先進国で先んじて経験
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先進諸国の近年における出生力変動は，しばしば3つの要因（社会経済発展，ジェンダーレジー

ム，生殖技術）から説明される．これらのモデルは，先進諸国において低下傾向にあった出生率が

回復することを予測している．その背景として，低成長下において夫婦の経済的資源が再生産に有

利に働き，家庭と仕事のコンフリクトが次第に緩和され，生殖補助技術が晩産による生物学的制約

を一部克服することを挙げている．本研究は，こうした出生力変動モデルが今日の日本の夫婦出生

力変動にどの程度適用可能かを知るために，期間合計結婚出生率およびその属性別指標の趨勢を観

察した．

使用するデータは出生動向基本調査（国立社会保障・人口問題研究所）の第7回調査（1977年）

から第15回調査（2015年）までのプールドデータである．分析結果は以下のように要約される．第

1に，合計結婚出生率（TMFR）は，合計出生率（TFR）と同様，2005年前後を境に反転上昇を

示している．第2に，都市部居住者や高学歴男女，リベラルな性別役割意識を持つ女性など，かつ

ては夫婦出生力が抑制されていた集団において，2000年代以降 TMFRの上昇が顕著に見られる．

第3に，不妊治療経験のある妻のTMFR上昇が近年著しい．以上の知見は，上記の出生力モデル

の予測と概ね一致しており，日本社会が超少子化状態から緩少子化状態へと移行している可能性を

示唆するものである．



され，後に途上国においても経験される普遍的現象と理解されている（Bulataoand

Casterline2001）．こうした変化における出生力の変化－合計出生率でみると5前後から

人口置換水準付近の2前後への低下－は古典的出生力転換と呼ばれる．しかしながら，こ

の古典的出生力転換後の出生力の趨勢については必ずしも一様ではないことが明らかになっ

ている（Goldsteinetal.2009）．とりわけ人口置換水準近くの出生力を維持している北西

欧，英語圏社会（緩少子化地域）に対し，一段と低い出生率を示す南欧や東欧，東アジア

（超少子化地域）といった違いがよく知られている．地域の個別事情は様々に異なるもの

の，こうした出生力の違いをもたらす包括的なメカニズムを特定することが人口学領域に

おける重要な課題となっている．このような議論の多くに登場する要素には，古典的出生

力転換でも注目された社会経済発展と高学歴化に加え，それに付随する個人主義，自己実

現重視といった価値観の変化，ジェンダーに関する意識，行動，制度変化，経済成長が鈍

化することによる経済基盤の脆弱化などが含まれる（Lesthaeghe2010）．また，21世紀

に入り，生殖補助技術の進歩や普及も出生力に対し小さくない影響を示すようになってい

る（Sobotkaetal.2008）．こうした各側面が日本の出生力変動の説明要因としてどの程

度有用かを属性別の合計結婚出生率の趨勢から間接的に評価することが本研究の目的であ

る．

Ⅱ．出生力転換後の変動メカニズム

1． 社会経済発展，ジェンダーレジーム，晩産による生物学的制約と生殖技術

近年提示されている出生力転換後の多様性理解の潮流を整理すると以下のようなものに

なろう．

まず，社会経済発展，すなわち都市化や高学歴化，個人主義化は概して出生力を抑制す

るが，ここで発展開始後のフェーズや，背景にある既存文化や家族政策等が出生力の抑制

水準に違いをもたらすことが注目されている．上述の緩少子化地域と超少子化地域という

2つのグループの違いもこのような視点で説明されるほか（Kl�useneretal.2013,

Rindfussetal.2016），人間開発指数やGDPがある程度の水準を超えることが出生にプ

ラスに寄与するとの指摘もある（Myrskyl�aetal.2009）．一方で，高度経済成長後のグ

ローバリゼーションによる雇用の不安定化や不況が，とりわけ若年男性や低所得層の出生

抑制につながっているとの見方もある（MillsandBlossfeld2006,Sobotkaetal.2011,

BrintonandLee2016）．

この社会経済発展と出生力の関係には，とくにジェンダーレジームの変容が大きく関わ

るとされている（McDnald2000,CastiglioniandDallaZuanna2009,Goldscheideretal.

2015,AndersonandKohler2015）．ジェンダー不平等な時代において人口置換水準を超

えていた出生力は，社会経済発展が始まると低下する．その後，女性の高学歴化やジェン

ダー意識革命により，公的領域でジェンダー平等が進む．しかしここで指摘されるのが，

家族領域におけるジェンダー平等達成までには時間がかかるという文化ラグである．この
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時期，家族と仕事のコンフリクトが高まり家族形成が大幅に抑制され，当該社会は超低出

生力状態を経験する．その後，社会的な両立支援が進み，家族領域におけるジェンダー平

等が達成されるとコンフリクトが緩和され，結果として出生力抑制も緩和される．

こうした社会経済発展の末に公的領域だけでなく家庭内でのジェンダー平等も進み家族

と仕事のコンフリクトがある程度緩和された社会は，男女共に高学歴化が進んでおり第一

子の出産年齢が高い．とりわけ女性の生殖能力は加齢による強い生物学的制約を受けるた

め，出生過程が高齢にシフトすることは最終的な子ども数を抑制することになる．しかし

ながら，今日の先進国では生殖補助技術の進歩と普及が進んでおり，一部の国ではそれら

が再生産に対する小さくない寄与を示している（Sobotkaetal.2008）．

このように出生力転換後の出生力の水準は，（1）ジェンダー不平等時の社会経済発展に

よる第1の出生力低下フェーズの後，（2）低成長期におけるさらなる抑制期が経験され，

その後（3）社会的子育て支援の充実が進む中でジェンダー平等が達成されてコンフリクト

が解消し，出生過程の高年齢シフトという生物学的抑制を生殖補助技術が補完する出生力

回復期を経験することが予想される（図1）．

2． 先行研究と本稿の位置づけ

以上のようなマクロ・ミクロ双方の要因が複雑に絡むメカニズムをデータで直接的に検

証するのは容易ではない．社会経済発展とジェンダーレジームの変容から出生力転換後の

出生力変動を論じた上記の先行研究を見てみると，第2の人口転換理論やジェンダー革命
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図１ 出生力の長期的変遷モデル



などを重ね合わせた上で，関連する実証研究の知見からメカニズムを傍証する

Goldscheiderらの研究（Goldscheideretal.2015）やOECD諸国のマクロ指標の関連か

ら上記メカニズムを説明する Andersonらの研究（AndersonandKohler2015），

Brintonらの研究（BrintonandLee2016）があり，またCastiglioniらはイタリアの地

域指標の関連から上記メカニズムの解釈を試みている（CastiglioniandDallaZuanna

2009）．こうした研究に対し，本研究は全国標本調査から算出した合計結婚出生率という

指標を属性別に観察することで，上記のとおり提唱されているメカニズムに日本の現状が

どの程度整合的かを評価したい．

期間合計結婚出生率に着目する利点は，後に詳細に説明するが，この指標がある年次の

結婚持続期間別出生率を用いた仮設ライフコース指標であり，期間効果，すなわち経済や

ジェンダーシステムなどの時代変化を反映しやすいということである．また，日本におけ

る出生力転換後の出生力低下には未婚化といった夫婦そのものが形成されない事情が大き

いが（岩澤 2015a），未婚化の要因と夫婦の出生力低下に関する要因は共通するとは限ら

ず，とりわけ仕事と子育てのコンフリクトは夫婦の出生行動との関連が強いと予想される．

したがって，合計出生率ではなく合計結婚出生率を観察することで，夫婦が抱える仕事・

家族コンフリクトの状況をより鮮明に描き出せることが期待できる１）．

日本では伊藤・坂東（1989）が人口動態統計および出産力調査に基づく合計結婚出生率

の比較を行っている．また，大谷（1993），佐々井・金子（2012）が出生動向基本調査を

用いて合計結婚出生率および出生順位別結婚出生率を算出し，岩澤（2015b）では地域ブ

ロック別の合計結婚出生率の趨勢を示しているが，社会経済的属性別に算出したものはな

い．本研究では全国調査の個票データを用い，合計結婚出生率の中長期的趨勢と人口学的

特徴を確認する．その上で，上記の出生力変動メカニズムを評価できる夫婦の属性別に期

間合計結婚出生率を算出し，その趨勢や短期的変動から日本の出生力をめぐる社会経済状

況がどのようなフェーズに位置づけられるかを評価したい．

Ⅲ．データと方法

1． データ

使用するデータは，国立社会保障・人口問題研究所によって約5年ごとに実施されてい

る出生動向基本調査である．本調査の夫婦票では出生歴・妊娠歴が測定されており，本研

究では第7回調査（1977年）から第15回調査（2015年）までのプールドデータを用いる．

第8回調査以降は妻が50歳未満の夫婦を調査対象としているが，第7回調査では妻の年齢

に限定を設けていないため，妻が80歳代までの夫婦が含まれている．

分析サンプルは以下の4つの条件をすべて満たすケースに限定した―（1）初婚どうし夫
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1）なお，こうした結婚出生率が有意味なのは，日本においては結婚以前に出産するケースが2％と極めて少な

い事情による．一方，婚前同棲や婚外出生が多い北米や欧州諸国においては，結婚持続期間がリスク期間と一

致しないため，歴史人口学を除いては合計結婚出生率の動向が議論されることは少ない．



婦，（2）妻の初婚年齢が35歳未満，（3）出生歴情報と子どもの有無に整合性がある，（4）全

事象について年次不詳を含まない．（1）は再婚の増加といった構造的要因を除外するため

である２）．（2）の限定を設けているのは，結婚持続期間によって夫婦の初婚年齢分布が偏

ることを避けるためである．第8回調査以降は妻50歳未満の夫婦のみを対象としているた

め，例えば35歳で結婚した夫婦の結婚持続期間の上限は15年，45歳で結婚した夫婦の結婚

持続期間の上限は5年となり，結婚持続期間が長い集団に晩婚夫婦が含まれない．そこで，

対象の妻の初婚年齢を35歳未満に限定した３）．（3）について具体的には，子ども数が0か

つ出生歴なし，あるいは出生歴から1人以上子どもを生んでいることが判明しているケー

スに限定している．（4）については，時期を示す月情報が不詳の場合には，当該年が調査

年次でない場合は年央月を，調査年次の場合は調査月までの中間月を代入して補完してい

る．

なお，出生動向基本調査では5回目までの妊娠について測定されており，最大で第5子

までの出生歴の情報を把握できる（第7回調査および第8回調査では第10子まで）４）．本

稿では，第5子までの情報を用いて合計結婚出生率を算出する．したがって6子以上が一

定割合を占める1950年代以前の合計結婚出生率は現実の水準よりも過小であることに留意

されたい．

2． 方法

� 合計結婚出生率

合計結婚出生率（TMFR）は結婚持続期間別出生率（marriage-duration-specific

fertilityrate,MDSFR）を全結婚持続期間について合計することで得られる．

TMFR・・
d

MDSFRd・・
d
・

・aB・d,a・

・aPm・d,a・・・・
d
・
a
・

B・d,a・

Pm・d,a・
・

Pm・d,a・

・aPm・d,a・・

ただし，B:出生数，Pm:有配偶女性人口，a:結婚年齢，d:結婚持続期間である．合計結

婚出生率は結婚コーホート別あるいは期間（年次）別に算出可能であるが，本研究では後

者，すなわち期間合計結婚出生率を算出する．これは，夫婦が当該年の結婚持続期間別出

生率にしたがって子どもを生んだ場合の完結出生児数に相当する．ただし，結婚後の夫婦

の子どもの生み方が年々変化している場合は，ある年次の結婚持続期間別出生率は実際の

夫婦が経験する出生プロセスと大きく異なることがある．すなわち，期間合計結婚出生率

はテンポ効果の影響を受けやすく，この性質は期間合計出生率と共通している．
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2）なお，再婚者の前婚の出生歴は第14回調査から調査されている．

3）人口動態統計を用いて，妻初婚年齢が50歳未満の夫婦における妻初婚年齢35歳未満の夫婦の割合を結婚年別

に算出すると，1950年から2000年付近までは95％以上で推移し，その後低下傾向にあるものの，2015年でも88

％に達する．したがって，本研究が対象とする期間においては，妻初婚年齢が35歳未満の夫婦のみを分析対象

としても，その影響は限定的であると考えられる．

4）妊娠歴に多胎を含む場合は第6子以降の情報が得られるケースもあるが，本稿では第6子以降の情報は使わ

ない．



なお，上記の式からも分かるように，合計結婚出生率は結婚持続期間を標準化した出生

力指標であるが，一方で結婚年齢は標準化されていない．そのため，晩婚化をはじめとす

る結婚年齢分布の変化の影響は合計結婚出生率では統制されていないことに注意が必要で

ある．仮に結婚持続期間別・結婚年齢別出生率に年次変化がなくとも，結婚年齢の分布の

みが変化することで合計結婚出生率は変動する．

本稿では以下の手順に従って合計結婚出生率を算出した．

①人月データの作成

はじめに，個票データをもとに，初婚から調査時点までの人月データ（person-month

data）を作成する．つぎに，各経過月において出生が起きれば1，そうでなければ0を

取るフラグ変数を作成する．この出生フラグ変数は出生順位別に作成する．あわせて，各

経過月に対応する年月を記録する変数も作成する．

②各年次を2期に分割して出生率を算出後，年間の出生率に換算

年次別の出生率を算出するのに先立ち，調査月日（6月1日）を境にして各年次を2期

（1～5月，6～12月）に分け，結婚持続期間別に出生率を算出する．この2期の率を，

月数比，すなわち前期は5/12，後期は7/12で重みづけて加重平均したものを年間の率と

した．ただし，前期の情報しかない最新調査年（第15回調査の2015年）は，前期の率を年

間の率とみなした５）．

③結婚持続期間別出生率を合計

最後に，年次ごとに全結婚持続期間について結婚持続期間別出生率を合計することで合

計結婚出生率が得られる．本研究では結婚持続期間0～14年の出生率を合計した．すなわ

ち，以下で見ていくのは，各年次の仮設コーホートにおける結婚15年時点の夫婦の既往出

生児数となる６）．

� 変数

本研究の目的は，合計結婚出生率の中長期的趨勢を追うとともに，近年提唱されている

出生力変動要因と合計結婚出生率との関係を明らかにすることである．そこで，3つの出

生力変動要因を表1に示した変数によってそれぞれ操作化し，これらの属性ごとに合計結

婚出生率を算出して趨勢を比較する．

社会経済発展・低成長のマクロ指標として，調査時点の居住地が人口集中地区か否かを

示す二値変数を利用する．また，世帯レベルでの経済状況の代理指標として夫の学歴を使
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5）こうした方法を採用したひとつの理由は，最新調査年についても前期のみの情報を用いることで，できる限

り最新の出生率の動向を把握するためである．しかしながら，他の年次と比較すると最新調査年は客体数が限

定されるため，そこから算出される出生率は不安定になる点には注意を要する．

6）観察期間を結婚後15年時点で打ち切っているのは，後に見ていくように結婚持続期間別出生率のパターンを

見ると，結婚12年目以降では出生はほとんど起きておらず，結婚後の15年間を観察すれば，夫婦の子ども数の

最終水準を把握できると判断したためである．



用する．ジェンダーレジームを反映する指標としては，まず妻の学歴に着目する．また，

ジェンダー意識と夫婦出生力との関係性を見るために，妻の性別役割意識（「結婚後は，

夫は外で働き，妻は家庭を守るべきだ」への賛否7）を取り上げる．最後に，ジェンダーレ

ジームを反映した世代間関係のあり方として結婚直後における夫妻の母親との同近遠居に

着目する８）．夫婦出生力に対する晩産による生物学的制約を捉えるために，妻の初婚年齢

を用いる．また，夫婦の不妊治療経験の有無に着目することで，生殖補助技術と夫婦出生

力との関係を把握する９）．

なお，これらの属性別の指標に用いる夫婦の居住地や妻の性別役割意識，不妊治療経験

などは調査時点で測定されたものである．今回の方法では，これらを全結婚期間に適用す

るため，こうした属性は結婚持続期間や出生経験で変化しないとの強い仮定をおいている

ことに注意が必要である．

Ⅳ．結果

1． 合計結婚出生率の趨勢

まずは全サンプルを用いた合計結婚出生率（TMFR）（当該年次の結婚持続期間別出生

率の合計）の趨勢を見ていこう（図2）．比較対象として，人口動態統計で公表される合

計出生率（TFR）（当該年次の年齢別出生率の合計）もプロットしている10）．2つの指標

は連動した推移を示しており，2005年前後まで低下傾向が続いたものの，その後は回復基

調に入っている．合計結婚出生率を出生順位別に見てみると（図3），2005年以降の上昇

分は概ね第1子によってもたらされていることがわかる11）．とりわけ2010年付近以降，第
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表１ 出生力変動要因の操作化に用いた変数

出生力
変動要因

社会経済発展・低成長 ジェンダーレジーム
晩産による
生物学的制約と
生殖補助技術

変数
・居住地の人口集中地区分類
・夫の学歴

・妻の学歴
・妻の性別役割分業意識
・夫妻の母親との同近遠居１

※1 結婚直後の状況

・妻の初婚年齢
・不妊治療経験

7）「まったく賛成」「どちらかといえば賛成」の回答を「保守」，「まったく反対」「どちらかといえば反対」を

「リベラル」とした．

8）「同居」は結婚直後に夫妻いずれかの母親と同居していた場合，「近居」は左記以外で夫妻いずれかの母親と

近居していた場合，「遠居」は左記以外の別居またはいずれの親も死亡している場合とした．

9）不妊治療の経験の有無について「過去に検査や治療を受けたことがある」「現在，検査や治療を受けている」

場合を「治療経験あり」とした．

10）ほとんど子どもを産まない未婚者を分母に含む TFRは，本来 TMFRよりも低くなる．1950年付近で

TMFRがTFRよりも低い年次が存在するが，これは本研究のTMFRは最大で第5子までの出生歴しか用い

ていないため，第6子以上を一定割合含む年次においては過小推定されているためである．

11）本来，出生順位別出生率は1を超えないが，結婚持続期間別出生率を期間で合計することによるテンポ効果

のために1を超えることがある．



1子の合計結婚出生率は戦後最高の水準を示している．一方，第2子以降については2005

年以降もほぼ横ばいで推移している．

第2節で述べたように，結婚持続期間別・結婚年齢別出生率に年次変化がなくとも，初

婚年齢分布の変化によって合計結婚出生率は変動しうる性質を持っている．そのため，

2005年前後からみられる合計結婚出生率の上昇は，仮設コーホートにおける一時的な初婚

年齢分布の若年シフト（早婚化）によって生じている可能性もある．そこで，各年次の仮

設コーホートの初婚年齢分布を確認しておこう．年次別・結婚持続期間別の妻の平均初婚

年齢を示したのが図4の左のパネルである12）．最近の年次ほど初婚年齢分布はほぼ一貫し

て高齢にシフト（晩婚化）しており，2005年以降もその傾向に変化はない．図4の右のパ

ネルは，仮設コーホートの平均初婚年齢の代表値として，結婚持続期間別平均初婚年齢の

平均値をプロットしたものである．1970年代に（仮設コーホートの）平均初婚年齢の上昇

がやや停滞したものの，その後は初婚タイミングの高齢シフトが継続している様子がうか

がえる．以上を踏まえると，2005年頃を境に見られる合計結婚出生率の反転傾向は，初婚

年齢分布の変化という合計結婚出生率で統制できていない構造的要因ではなく，結婚後の

夫婦の子どもの生み方という行動的要因にその理由を求めることができる．
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12）当然のことながら，本来，同一結婚コーホートにおいて，初婚年齢構造は結婚後の時間経過に伴って変化す

ることはない．ただし，レキシス図内における，ある年次の特定の結婚持続期間で示される正方形内を通過す

る生命線は異なるコーホートから構成されているため，仮設コーホートの観点に立つ場合は，初婚年齢構造は

結婚持続期間により異なりうる．

図２ 期間合計結婚出生率（TMFR）の趨勢

TMFR

TMFR

TFR
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図３ 出生順位別に見た期間合計結婚出生率（TMFR）

図４ 年次別に見た，結婚持続期間別妻平均初婚年齢（左）およびその平均値（右）

注：妻の初婚年齢が35歳未満の夫婦に限定している



2． 結婚持続期間別出生率の変化

先に示したのは結婚持続期間別出生率の合計値であった．つぎに，結婚持続期間別出生

率の変化，言い換えれば，結婚後の時間経過に伴う夫婦の子どもの生み方の変化について

見てみよう．

図5は，1970～79年と2005～14年という2つの期間について結婚持続期間別出生率（左）

とその累積値（右）をプロットしたものである（いずれも10年間の平均値）．1970年代と

比較すると2005～14年はいずれの出生順位でもピークが低く，累積出生率も低下している

ことがわかる．ただし，特に第1子に当てはまる傾向であるが，2005～14年では出生タイ

ミングが多様化している．1970年代の第1子出生率は結婚後1・2年目でピークを迎え，

その後は急激に低下しているのに対し，2005～14年の出生率は1・2年目が低くなると同

時に，その後の低下が緩やかである．
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図５ 結婚持続期間別出生率（左）と累積出生率（右）：1970～79年と2005～14年



3． 夫婦の属性別に見た合計結婚出生率の趨勢

つづいて，第1節で提示した3つの出生力変動要因と合計結婚出生率との関係を見てみ

よう．以下では，夫婦の属性ごとに合計結婚出生率を算出していくが，全サンプルを用い

た集計よりも客体数が減少するため，いずれのカテゴリも各年の数値の変動が大きい．し

たがって，3年移動平均を示すことで平滑化を施している．また，それぞれの変数が含ま

れている調査回から算出できる年次のみを表示している．

第1に，社会経済的発展と低成長に着目すると，1990年代までは，人口集中地区に居住

あるいは夫が大卒の夫婦でTMFRは低く推移してきた（図6および図7）．ところが，

2000年代に入るとこれらの夫婦の間でTMFRが回復し，集団間の違いが縮小している．

第2に，ジェンダーレジームとTMFRの関係については，まず1990年代から2000年代

初頭にかけて，妻が大卒の夫婦の出生力が妻非大卒の夫婦のそれと比較して明らかに低かっ

た（図8）．ところが，2005年前後を境に，そうした妻の学歴による夫婦出生力の差異は

消滅している．妻の性役割意識に着目すると，2000年代に入るまでは，リベラルな性役割

意識を持つ妻の夫婦出生力が顕著に低かったが，それ以降はTMFRが明らかに上昇して

いる（図9）．結婚直後の夫妻の母親との居住関係について見ると，親との別居は「同居」

よりも一貫してTMFRが低い傾向が見られる．なお，近年「近居」においてTMFRの

顕著な伸びを示しているものの，これは2015年の値が外れ値である可能性もあり，解釈に

は注意が必要である（図10）．

最後に，晩産による生物学的制約と生殖補助技術の影響に着目する．妻の初婚年齢に着

目すると，妻が30歳未満で結婚した夫婦のほうが妻の初婚年齢が30～35歳の夫婦よりも一

貫してTMFRが高いものの，2000年代以降は，後者の夫婦でTMFRの伸長がより顕著

である（図11）．そして，不妊治療経験のある妻のTMFR上昇が近年著しい（図12）．

以上の結果を踏まえ次節では，先行研究において近年提示されてきた，出生力変動の長

期的変遷モデルの中で日本がどのフェーズに位置付けられるのかについて議論していく．
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図７ 夫の学歴と合計結婚出生率（TMFR）

図６ 居住地（人口集中地区分類）と合計結婚出生率（TMFR）
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図９ 妻の性別役割分業意識と合計結婚出生率（TMFR）

図８ 妻の学歴と合計結婚出生率（TMFR）
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図11 妻の初婚年齢と合計結婚出生率（TMFR）

図10 夫妻の母親との同近遠居（結婚直後）と合計結婚出生率（TMFR）



Ⅴ．結論と考察

本研究は，出生動向基本調査を用いて算出した合計結婚出生率により，日本の夫婦出生

力の長期的趨勢を追った．以下では，得られた知見を要約するとともに，今日の日本の状

況が近年提唱されている出生力変動モデルによってどの程度説明できるかを議論していく．

合計結婚出生率は，合計出生率と同様，2005年前後を境に反転上昇傾向を示している．

とりわけ，2010年以降の第1子出生率の上昇は著しく，戦後最高のレベルに達している．

なおこの間，初婚年齢の若年化は見られておらず，結婚後の夫婦の子どもの産み方の変化

に原因を求めることができる．

近年提唱されている出生力変動モデルの3要因―社会経済的発展，ジェンダーレジーム，

晩産による生物学的制約と生殖補助技術―に着目した場合，日本における出生力変動の説

明は次のように要約できる．

第1に，人口集中地区や夫大卒の夫婦は，1990年代までは夫婦出生力は低く推移してい

たが2000年代後半以降上昇を示している．これは，経済の低成長下において都市的環境は

必ずしも再生産にマイナスにはならず，むしろ夫婦の豊かな経済的資源が再生産に対して

相対的に有利に働きだした可能性を示唆する．

第2に，「妻大卒」・「リベラルな性役割意識（妻）」などの属性を持つ夫婦においても，

かつてはTMFRが低かったが近年は顕著に上昇しており，家庭と仕事のコンフリクトに
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図12 不妊治療経験と合計結婚出生率（TMFR）



よって出生力が抑制される様相に変化が生じているとみることができる13）．ただし同時に，

親と同居する夫婦の出生率は一貫して高く，夫婦に対する子育てサポートが公的なものだ

けでは不十分で，祖父母といった親族が一定の役割を担っていると推察される．

第3に，不妊治療経験をもつ妻のTMFR上昇が近年著しい．これは，晩婚化の必然的

結果である生物学的制約による出生力の抑制を，生殖補助医療が一部補完している可能性

を示唆するものである．ただし，子どもを望む夫婦が生物学的制約を認識するようになり，

早くから不妊治療を受けるようになった可能性も考えられる．この点については不妊治療

経験者の事情や実際の治療結果を分析することでより厳密なメカニズムを明らかにする必

要がある．

以上の日本の夫婦出生力の長期的趨勢から何が見えたのか．都市部在住や高学歴男女が

直面していた家族形成に関するコンフリクトが両立支援などの社会的サポートあるいは生

殖補助技術によってある程度解消されてきており，出生力変動モデルにおける第2フェー

ズ（超低出生力社会）からの脱却をうかがわせる．こうした変化は，出生力指標の反転時

期を鑑みると2000年代に転機を迎えたと見られる．ただし，期間出生力指標はタイミング

の影響を強く受けるため，2010年代の反転はそれ以前の産み遅れのキャッチアップや当時

の好況による出産の前倒しなど，テンポ効果を含んでいる可能性がある14）．また反転後の

第3フェーズ（緩低出生力社会）における到達レベルが人口の置換水準付近なのか，それ

を下回るのかによって将来の人口状況は大きく異なる．中長期的な社会変動を捉えるため

には，引き続き精度の高い指標による観察を続ける必要がある．

最後に，合計結婚出生率をめぐる研究の発展性について3点言及しておきたい．第1に，

合計結婚出生率のような期間指標は，特定時点の変化の影響を反映するので，ある時点か

らの制度変化や政策の導入効果，災害などの環境変化の夫婦の出生行動へのインパクトを

とらえる場合に有効である15）．第2に，こうした視点は，ある共変量が合計結婚出生率に

及ぼす影響を事象歴モデルを通じて検討することに拡張できる．VanHookandAltman

（2013）は，離散時間ロジットモデルの推定結果から，パリティ拡大率や合計出生率など

の出生力指標を求めているが，同様の手法を夫婦出生力に適用することにより，様々な共

変量の効果を相対的に評価することが可能になる．第3に，本研究では特に期間指標にお

ける出生率回復の属性差に着目したが，コーホート指標でも同様の結論に至るかについて

検討の余地があると思われる16）．

（2018年7月6日査読終了）
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13）ただし，高学歴夫婦の間でTMFRが上昇した別の背景として，高学歴化によって大卒者の異質性が増した

ことが考えられる．大学進学率が低い時期の大卒者は選抜性の高い同質的な集団であったのに対し，高等教育

がマス化するにつれてかつての非大卒層の一部も大卒層に含まれるようになる．その結果，大卒者の異質性が

高まったことでTMFRの上昇が生じた可能性がある．

14）金子（2010）は2005～2009年の合計出生率の反転上昇に対して，直前の落ち込みに対する反発といったテン

ポ効果の大きさを確認している．

15）例えば，日本では1966年の丙午の年に，この年に生まれた女児を忌避する迷信に関連して顕著な出生調節が

行われた．出生順位別や都市部と地方別に前後の年に比べた当該年の合計結婚出生率の落ち込みを観察すると，

非人口集中地区の夫婦において第2子の調節行動が顕著であったことがうかがえる．

16）Myrskyl�aetal.（2013）は，多くの先進諸国の期間合計出生率に見られる反転傾向がコーホート合計出生

率でも顕在化するのかについて，Lee-Carterモデルを用いた人口学的投影によって検討している．
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TrendsinTotalMaritalFertilityRates:AnExplanationbySocioeconomic
Developments,GenderRegime,andReproductiveTechnology

ShoheiYODAandMihoIWASAWA

Therolesofthreedomains,namelysocioeconomicdevelopments,genderregime,andrepro-

ductivetechnology,arewellemphasizedinexplainingfertilitychangesinthemodernandpost-

moderneras.Accordingtotheseperspectives,developedcountrieswithverylowfertilityrateswill

experiencefertilityupturnas(1)economicresourcesplayanadvantageousroleinreproduction

withinaslow-growtheconomy;(2)transformationofthegendersystemeaseswork-familycon-

flict;and(3)assistedreproductivetechnologiespartlymakeupforthe"lost"birthsresultingfrom

postponementofchildbearing.Inordertounderstandtowhatextentthismodeloffertilitychange

inanadvancedsocietyisapplicableinpost-warJapan,wepresentthetrendsinmaritalfertilityin-

dicesusingsurveydata.

UsingdatafromJapaneseNationalFertilitySurveysconductedfrom1977to2015,wedem-

onstratethetrendsintheperiodTotalMaritalFertilityRates(TMFR)anddescribethedifferential

trendsintheTMFRbysubpopulations.Wefoundthat,similartotheTotalFertilityRate,thetrend

oftheTMFRreversedaround2005fromthebottomlevelof1.79to2.12in2014.Thisupturnof

theTMFRisprominentamongmarriedcoupleswhowerepreviouslycharacterizedbylowermari-

talfertilitycomparedwiththeircounterparts(e.g.,wivesorhusbandswithacollegedegree,couples

withwiveswhohaveliberalgender-roleattitudes).Additionally,coupleswhohadundergonefer-

tilitytreatmentcontributedsignificantlytotheriseinmaritalfertility.Theseresultsaremostlycon-

sistentwiththeexplanationsforfertilitychangesinthedevelopedworld.WeconcludethatJapan

seemstobeinatransitionalphase,changingfroma"lowest-lowfertilitysociety"toa"low-fertility

society."




